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韓国の経済構造 と従属理論
韓 福 相
1は じ め に
韓 国経済 は1962年にスター トす る輸 出主導 型成 長政 策 を持続 しなが ら,1970
年 代の重化学工業化 を経て 目ざま しい成 長 を遂げた。特 に1982年以降7年 間の
GNPの 平均成長率は10%をは るか に越 えてお り,こ れはかっ ての 日本 の高度
成 長 に匹敵す る もの といえ よう。 この ような高度 成長 によって韓 国はアジアの
「4頭の虎」 の中枢的 な存在 として評価 され,世 界資本主義 の関心 を集 めて き
た と言 って も過言 では ない。
しか し,ユ988年以降 ます ます 激 し くなった民主化運動 の影響 もあ って全国的
に広 がった労働紛 争に よ り賃金 の上 昇 を余儀 な くされ た。 それ に加えて,対 米
黒 字転換 に伴 うア メ リカに よるウ ォンの切上げ圧 力,高 金利,企 業家 の投資意
欲 の減退 な どマイナス要 因が働 き.1989年のGNP成 長率 は6.7%,貿易黒 字額
は前年 の1/3の水準 に とどま るで あろ うと予測 され ているP。 この ような状況
にか んが み,現 在韓 国の政 界,財 界は もちろんのこ と,学 界 において も今後 の
韓 国経済 の行 方について 「中南 米型 挫折 」か,あ るいは 「日本型跳躍」 か とい
う議論が頻繁 に行 われ てい る2)。「中南米型挫折」 とい う主張 は韓 国の経済構
造 が ラテ ンーアメ リカのよ うに従属的構造 であ るとい う認 識 に もとつ く も ので
1)「 韓 国 日報」,ソウル,1990年3月28日。
2)こ のよ うな見解 はオ リンピック以降 の賃金高,ウ ォン高,金 利高,原 油価格高(い わ ゆる 「4
高」)がもた らした輸 出不振,設 備投資 の減 少に どう対処すべ きか とい う議論 の中で登場 し,最
近 は産 ・官 ・学界の主 な論点 にな ってい る。特 に 「中南米型挫 折」 とい う見方は,韓 国 の経済構
造が輸 出減 少冨経 済沈滞 とい う対外依存的 かっ従属 的構造 であ るとい う認識 に依拠 している。




本 稿の 目的 は,韓 国 とラテン アー メ リカとの経済構造 を比較 しなが ら,韓 国
経済 に従 属理論 を適用 す ることの妥 当性 を検討す る ことにあ る。検 討の結果,
対 日貿易 赤字 は存在 す る ものの,従 属理論 を韓 国経済 にそのまま適 用す るのは
不適 切であ る,と い うのが筆者 の得 た結論 であ るb
分 析内容を簡潔 に要約 しよ う。 現在 の ラテ ンーアメ リカの経 済危 機は 対外累
積債 務に よって象徴 され る。そ の累積債務 の原因はそれぞれの国 と時期 によっ
て異 なるとはい え,根 本的 には産業構造 の高 度化 が実 現で きず,自 立的 な経済
構造 にな って いない ことに よるものであ る。 ラテ ンーアメ リカは2次 産業の 基
盤が弱 く,輸 出品 の大半 は農産物 であ る。従 って,2次 産品 の輸入 が1次 産 品
の輸 出を常 に上回 る貿易構造 のため貿易収支 の赤字が経常収支 の赤字 を誘発 し,
再 び外資 を導入 しなけれぼ な らない構造 になってい る。一方,韓 国の経済 にお
いて は,1988年の輸 出構造 を見 ると第2次 産品 の輸 出が96.6%に対 して,第1
次産 品の輸 出は5.4%(農産物 はわず か1.4%)にす ぎず,な おかつ1986年以降輸
出が輸入 を上 回 る貿易構造 が定 着 し,こ れ に ともない,韓 国の外債 導入は1985
年 を ピー クに徐々に減 少 してい る3)。韓 国経済 が輸 出主導 に よる経済成 長 を持
続 しなが ら同時的 に戦 略工 業部 門 の輸入代替工業化 を推進 し,産 業構造の高度
化 とともに経済構 造の 自立 化 を進 めている とい う分 析結果 に注 目されたい。
本 稿の構成 は次の とお りである。 まず第 且節 で主 に従 属理論の経済的側面 を
重視 しなが ら従属 理論 が形成 され た背景 について説 明 し,第IH節 では従属理論
において代表 的 なフラン ク(AndreG.Frank),ドス ・サ ン1・ス(TheQtoniQ
DosSantos),ヵル ドーゾ(FernadoH.Cardoso),アミン(SamirA皿in)の
理論 と韓 国経 済へ の適用 につ いて簡潔 に検 討す る。そ して,従 来 の従属理論 に
おいて 明確 に定義 され ていない 「自立」 と 「従属」 の定義 を改 めて提示す る。
次 にMN節 では,韓 国 とラテ ンーア メリカの経済 構造 を比 較 しなが ら,韓 国経
済は従属論的文脈 においては,自 立 化 してい るとい う事実 を示す。 そ して結論
3)累積債務と輸出構造の関係については第IV節の 〈第2図〉とく第7図〉を参照。.
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とじて,韓 国経 済に従属理論 を適用す るのは適 切でない とい うことと,今 後韓
国経済 の課 題につい て述 べる。
II従属理論の背景
従属理論 は周知 の とお り1960年代半 ば ラテン アー メ リカの低 発展の説 明 と そ
の解決 方法 を模 索す るために,当 時 のラテ ンーアメ リカの 支配的 な発 展理論 で
あ った輸入 代替 工業 化理 論に対す る批判 として,形 成 された。す なわ ち従 属理
論 は,1929年ま で追求 された輸出主導型成長政 策 と.そ れ以降1960年代 まで継
続 した輸入代替政策 の失敗 に対す る批 判的 な認識か ら出発 した,ラ テ ンーアメ
リカの発展 にか んす る研 究の成果 であ る。
従属理論 が生 まれ るまでの うテ ン アー メ リカの現状 を簡潔 に紹介 し よ う。 ラ
テ ンーアメ リカは19世紀半 ばまで主 にスペ イン,ポ ル トガル の植民地 で あ った
が,ア メ リカのモ ン ロー ドク トリン(MonroeDoctrine・1823年)によ り・1920
年 の初 期 にかけてほ とん どの国は政 治的に独立 した。 しか し,長 い間の植民統
治が もた らした弊害 は大 きか った。 自治政府の正統性の欠如,土 着企業 および
産業 の不在,蘇 指導者 の不在 な どがそれで ある・ したが ・て独立 以後 も労
ンーアメ リカ諸国は ヨー ロッパ とアメ リカに大 きく依存:して いた。1929年の 大
恐慌 が起 こるまで ラテ ソ アー メ リカ諸国の発展理論 は 輸 出主導型成長論 で あ っ
た。 これは,経 済援助 とい う名 目で外 国資本 を輸 入 し,発 展途上国 を工業化,
資本主義化す るとと もに,輸 出に よる経済成 長 を図 ・て先進国の水準 まで引 き
上げ よ うとす る ものであ った。 しか し,1929年の大恐慌 に よ って ラテン アー メ
リカは今 までの輸 出志向政 策 を変更せ ざるを得 なか った。なぜ な ら,ラテ ン アー
メ リカの輸 出志向政 策は農産物 と鉱物 な ど1次 産品 を輸 出 し,ア メ リカとヨー
ロ ッパか ら消費財,資 本財 を輸入す る とい う政策 であ ったが,大 恐 慌 によって
ラテ ンーア メリカの主要 輸出品で ある1次 産品 の輸 出は行 き詰 ま り,そ の 結果
生 じた外貨不足は消費財 中間財 の輸 入を不 可能 に したか らであ る。 この よう
な経済不振は失業 の増加,所 得 の不均 等,絶 対 的な貧困,栄 養失調 な どに よる
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政 治 ・経済 的 な危機 を もた らしたのであ る。 したが って,ラ テ ンーアメ リカ諸
国は この ような政治 ・経 済的 な危機 の克服 と自立 的な経済構 造のため には輸出
指 向型 の経 済政 策 を放棄 し,輸 入代替 によ る工業化 が最善の政策手段で ある と
認識 した。輸入代替工業化 こそ従属的貿易構造 を改善 し,経 済停滞 の克服は い
うまで もな く,支 配一従属関係 が清算 され ると確信 したのであ る。
この よ うな輸 入代替工業化政策 は国連 ラテ ン アー メ リカ経済 委 員会(United
NationsEconomicCommissionforLatinAmerica,略称ECLA)の 発展政策,
特 にプレ ビッシ ュ(RaulPrebisch)の理論4)に基づ くものであ る。ECLAの 経
済 政策は1960年代 に至 るまで各 国で行 われたが,対 外従属は一層深化す る結果
になって しまった。つ ま り,ラ テ ンーアメ リカの輸 入代替政 策は,す で に50年
代半ば には原料,中 間財,資 本財 の輸 入 を増加 させ,む しろ中心部 に対す る従
属 関係 を深化 させる結果 を もた らしていた。輸入代替工業化政策 が対外従属 を
深化 させ た主 な要 因 としてア ミンは次の点 を指摘 して い る。(1)ラテγ一ア メ
リカは輸入代替工業化 のために必要 な原料.中 間財,資 本財 を輸入 しなけれ ば
な らない こと。② 工業 化はまず外国の直接投資(多 国籍企業〉 に よって行 わ
れた こと。③ 自律 的な工業 化の前提条件で ある土地改革 が徹底的 に行 われて
いなか ったか,あ るいは全然行われてい ないこ と。④ 工業化過程 において土
着資本家 が初期 の民族 主義的発展意欲 を次第 に失 った こと5)。輸 入代替 政策の















代化論 への痛烈 な批 判,す なわ ちラテソーア メ リカの低開発 の原因 は,ラ テ ソー
ア メリカが中心部 の資本 主義 システムに組 み込 まれ,つ ねに中心部 に搾取 され
る仕組 みにな った結 果で あ り,近 代社会 の資本 ・技術 な どの単純 な伝播 によっ
て伝統 社会 か ら近代社会へ 自動的 に発展す るのではない とい う批判 である。特
に注 目したい ことは輸入代替工業化 を推進 す るため に莫大 な中間財 と資本財 を
輸 入 しなければ な らず,そ の結果貿 易赤 字.対 外債務の増加,そ してイ ンフ レ
の上昇 を余儀 な くされ たのであ る。
以上 のよ うな輸 入代替工 業化政策の失敗は ユ960年代 の ラテソ アー メ リカ諸 国
に政 治.経 済,社 会 的な混乱 を引 き起 こ し,ECLAの 経済政策 は批判 の対 象 に
なみた。1960年代半ば以降 フラ「ソ ク,ド ス ・サ ン トスな どに よって展開 された
従 属理論 は この よ うな背景 によって形成 され たのであ る。
III従属理論の類型一 「従属」 と 「自立」
1960年代の従属理論は不平等な国際交易 とい う観点か ら出発 し,世界資本主
義体制において中心部が周辺部 を収奪するとい うメカニズムを強調 した。たと
えば,フ ランクは世界資本主義における中枢部 と周辺部の関係を,搾取する中
枢部 と搾取 される周辺部に2分 し,中枢 と周辺の関係は資本主義体制の内部矛
盾から生まれる必然的な結果である,と指摘するとともに.低開発の原因は資
本主義の膨張による先進資本主義国家の搾取の結果であり,中枢部に従属する
周辺部の内部構造 もこのような中心部 によっ.て,一方的に決定 されると主張し
ている6)、これがいわゆるフランクの前期従属理論である.。
6)フ ラン クに代表 される.「低 開発の発 展」は次の ように要約 できる。〔1)衛星 国において段階的
発展 はあ りえない。今 日の中枢 国は衛星国 の経験が な く、衛 星国ほ中枢 国 との連鎖 関係が存在す
る限 り常 に衛 星国 である。② 低開発は世 界資本主義体制 の中枢一衛 星 とい う連鎖 関係の歴史的
産物 である。③ 国際的な中枢 一衛星関係 は国 内的中枢一衛 星関係 を形成す る。(4>衛星国の発
展 は中枢 国 との連鎖関係が弱化 された場合 のみ可 能で ある。
とりわけ,貿 易構造に見 られ る中枢一衛 星,支 配一従 属関係 として,7ラ ン クは,衛 星国の 輸
入 代替エ業化は中枢国か らの輸 入資本 と技 術に独 占される とともに,民 族 ブルジ 『アジー(周 辺
部 中心)に よる不平等 な所有 と限 られ た需 要構造 のた め,高 価格の商品生産 や高所得者 向けの消
この ような商品 を生産す るために原材料 や資/費 財生産だけが適 してい る と強 調す る。従 って,
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このよ うに前期 の従属理論 は主 に従属 の外部決 定要 因 に焦点 をあてて展開 さ
れた。 しか し1970年代 には じま る後期従 属理 論は,初 期従属理論 をいわば 自己
批判 しなが ら,重 点 を第3世 界の内部 構造分析 に置 き,ラ テ ソーアメ リカだけ
では な くアフ リカ,ア ジアな ど第3世 界 の諸 国 にも適 用 できる ものでなけれ ば
ならない とい う要請 に基づ いて展開 され てい る。 後期 の代表的 な従属理論家 と
しては フラン ク(低 開発の発展),ド ス ・サ ン1・ス(技 術 ・産 業型 従属)7),カ
ル ドー ゾ(従 属的発展)8),アミン(新 帝 国主義的従属)9)などが あげ られ る。 ま
た,韓 国 での従属理論 を支持す る論 者た ちも.以上 の よ うな理論 を受 け継 ぎなが
ら,韓 国経済 につ いて次の ように説 明 してい る。
＼本財 を中枢 国か ら輸入せねば ならず,一 層支配一従属 関係 が深化 され るので ある。 このため ラテ
ンーア メリカの輸 入代替工業化政策 は貿 易収支 を悪化 させ,先 進国か ら外資 を導入 しなけれ ばな




7)ド ス ・サ ン トスは,先 進資本主義諸国 か らの大量 の資 本お よび技術が周辺部 に どの様 な影響 を
及 ぼす かを分 析 し,多 国籍企業 の発展 によ って発生 する技 術0産 業型従属 を 「新従属」 と考 え る
が それ を要約 すれば次の とお りである。①大規模企業 は都 市経済での支配的 な経済組織 であ り,
多 国籍 企業がその大企業 を支配す るよ うにな った。(2)この ような大企業 の支配は経済集 中,市 場
独 占,高 い利 潤を もた らした.つ ま り,利益,ロ ーヤルテ ィ,技 術費用 金利 な どの形 で資 本の
逆 流出が行われた。③周辺部 に外国資 本の利 益を代表 する経営階層 と政治的組織体(周辺部中心)
が 登場 し,国 内政治 と国家政策 に莫大 な影響 力 を与 える ようにな った ことで ある。 さ らに,「 新
従属」 での技 術拡 散が もた らす技術外的 問題 として強 調 しているのは,ほ とんどの導入技術 が中
間財 と資本財 に体化 されてい るため,技 術導入 はそれ に伴 う中間財 と資本財 を輸入 しなけれ ばな
らない ことである。
DosSantos,T.,"TheStructureofDependency",Boston.PorterSagent,工971.
8)外 的 要因によ り従 属構 造が固定化 され る と考 えた初期従 属理論 と異 なり,カ ル ドーゾは内部要
因,す なわち内部 集団,階 級関係,土 着社会 の形態 な どを,従 属 の下 で も発展 を可能 にす る変数
として 強調 し,多 国籍企業の活動に よって周辺部 の産業部 門が表 面的 に拡大 され,そ れが周辺部
の発展 として現れ ると考 える(従 属的発展)。
Cardoso,R臼-"Associated・DependentDevelop皿ent=TheoreticalandPracticalTmpli-
cations",Ya亙eUnive■siiyPress.1973,p.142-176.
9)不 平 等な交 易関係 によって支配 従属 関係 が形成 され るとい うア ミンの理論(新 帝国主義 的従
属)は エマニ ュニ ル(A.Em皿anuel)に代表 される不等価 交換論に依拠 してい る。 エマニュエル
の不等 価交換 は,有 機的構成は 同一 で,剰 余価 値率に格差が存在する とき,不 等価文検 が成 立す
る とい う。 つま り,中 心部 と周辺部 の労働報酬=実 質 賃金 が中心部 よ りも低 くお さえ られる こと.
(労働 搾取)に よ って不等価交換が生 じう といえる。従 って,こ の不等価交換が存在す る限 り周
辺部の交 易条件 は悪 化せ ざる をえない。
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周知 の とお り韓 国の近 代化政策 は1962年か らスター トす る輸 出主導 に よる経
済成長政策 であ った。輸 出主導型成長政策 を推進す るためには.そ れ に見合 う
資本,技 術 な どが必要 で あるこ とは言 うまで もないが,韓 国は長 年 にわた る植
民地 時代 と朝 鮮戦 争 の影響で民族資本 の蓄積が 乏 しく.当 然 なが ら対 外債 務 に
依存 せ ざるを得 なか った。 したが って 〈第4図 〉 の ように1985年に至 るまで累
積債 務が増 えつづけ て きたわ けであ るが,韓 国の論 者た ちは このよ うな累積債
務 の増加が従属深化 を もた らす と考 えてい る10)。また,も う一つ の支配的 な見
解 は,ア ミンの理論 を継 承 しなが ら韓 国の資本主義 は周辺部資本主義 であ ると
規定 し,周 辺部 で創 り出 され た経 済剰余は不平等 な交易 関係(中 心部 の周辺部
へ の低賃金強要)に よって常 に中心部 に掌握 され る とい う見解 であ る1P。この
見解 に よれ ば,中 心 部の低賃金強要 によ って周辺部 は 自立的 な国民経済の蓄積
基 盤 をもちえず、 もっぱ ら中心部 への剰 余流 出の手段 として,「 対外的植民地
化」 だけが構築 され る と主張 してい る。
最近、 このよ うな従属理論 に対 し,韓 国経済 は資本主義 の発展過程 において
従 属性 を徐 々に克服 しなが ら,独.自的 な資本主義 として発展 してい るとい う安
乗直教授 の論文 があ る12〕。 この さい,韓 国経済が独 自的 な資本主義 であ るとい
うことは,1960年以降,そ の発展 の主役 が 自国資本(資 本蓄積)で あるか らで
あ り,自 国資本 による資本主義 を独 自的 に作 り上 げ るため に必要 な国内条件 が
植民地体制や従属体制 の.ドで形成 され たか らであ ると主張 して いる。 この論文
の特徴は,韓 国経済 が基本的 には独 自的発展 の道 をあゆむ 中進資本主18)であ
るとい う指摘 と,韓 国の従 属理論家が 「従属的発展」 を肯定 し な が らも 「従
属」 に主 な関心 を もワてい るの に対 し,「 発展」 を強調 してい る点 であ ろ.う。
す でに述 べた とお り,従 属理論はECLAの 輸入代替工業化政策 の挫 折 とロ
10)邊衡男 「韓国社会 の再 認識1」pソ ウル1995年,第2章 参照g
11)李大根 「経済成長 と構 造的不均衡」,ソ ウル,韓 国社会科 学研究協議 会,1985年8月。
12)安乗直,「 中進資本主義 としての韓国経済』 『思 想文 芸運動 』,ソ ウル,プ ル ピッ社,1989
年,8～29ペー ジ参照。
13)このよ うな中進資 本主 義論は中村哲教授の理論 を踏襲 してい る。中村哲.「 近代世界史観の再
検討.1,『歴 史評論』第404号,1983年12月,81～97ページ。
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ス トウの段階的発展論 に代表 され る近 代化論 への批 判 を背景 としてい る。 それ
ゆ えにほ とん どの従属理論家 は,ラ テ ンーア メ リカの経済 状況 と 歴史 を理解す
るた めには うテ ン アー メ リカのみ ならず,全 世界 的 な経済 ・政 治体 制 を 分 析す
るべ きで あ り,ラ テ ソーアメ リカの国内社会構造 と 世界 シス テムへの組み込 ま
れ方 との関連 も分析 しなけれ ばな らない とい う,共 通の視点 を もっている。 し
か しそれ ぞれ の従属理論家 の主要 な関心,分 析対象,政 策 な どが 異な ってお り,
従属 の定義 さえ多様 であ る。 た とえば,主 要 な関心 につ いて 見る と.カ ル ドー.
ゾとス ソヶル(Osvaldo.Sunkel)は主 にECLAの 輸入代替政策 の失 敗に,エ
バ ンスは多国籍企業 の進 出に よる従 属的発展 に,ア ミンは不 等価交換 によ る支
配一従属関係 に,そ して フランクは半帝国主義 ・半封建主義 路線批判 に重 点を
お く等であ る。それ故に,オ ブ リエン(PhilipJ.0'Brien)は「従属 理論 全体
を通 じて,従 属 の本 質的性格 につ いて はなに もわか らない。 ・・…・従属 とは 自立
的 な成長能 力が不足 な国 であ り,成 長 の乏 しさは経済構 造が従属 的で あるか ら
で ある」圃 と考 えている。 一言 でい えば,「 従属」 とは 先進 国 との経 済的関わ.
りが存在 しない ので あ.れば,自 立 的な成長能 力 をもたない状 態 を意味す る。 し
か し,「 従属」 と 「自立」 とい うのは どうい う状態 であ り,具 体 的 に何 を意味
す るのかは 明白では ない。 したが って,次 の図か.ら「従 属」 と 「自立」 につい
て検討す る ことに しよう。
〈第1図 〉 は..世界資 本主 義体 制が,中 心部 一周辺部 中心一周辺部周辺 の三
つ のグルー プに よって構成 されてい るとい う見解19に基 づい て,従 属理論 の構
造 を示 した ものであ る、中心部ぽ支配 国(先 進 国)と して常 に周辺部 を支 配す
る国であ り,周 辺部 は従 属国(開 発途上国)で ある。 さ らに,周 辺部 ぼ周 辺部
中 心 と周辺 部周辺に よって構成 され る。周辺部 中心 は周 辺部 国内の支 配的少数
集 団 として形成 され,中 心部 と癒着関係 を維持す る一方,常 に周辺部.周辺 を支
14)σBI正en,P.エ,`'ACritiqueofLatinAmericanTheoriesofDependency",London,RKP,
1975,p.24.
15)こ の よ うな グル ー プ分 け は ウ ォ ラー ス テ ィ ンの 中 心 部 一 準 周 辺 部 一周 辺 部 に よる もの で あ る。
Wallerstein,1.."TheMordenWorldSystem工",AcademicPress.1974.
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配す る集 団である。 中心部 は強 力な国家機 構 と自由賃金労働 を土 台に第2次 産
業 を中心産業 としてい るのに対 し,周 辺部は脆弱 な国家機構 と低賃金労働 によ
る第1次 産業 に注力 してい る国であ る。 したが って,第2次 産業 の基盤 が微 弱
である周辺部 は中心部 か らの中間財 ・資本財 ・原料 を輸入 しなけれ ば ならず.
その輸 入が貿易収支の赤字 を誘発 し,外 債導入(中 心部 の資本独 占)に 踏 み切
らざ るを得な くな る。 この よ うな外資導入 と同時 に,ユ950年半 ば以降高度技 術
を武器 とした多国籍企業が現れ,高 度技術 が輸 入され るよ うにな るが,そ の技
術 に体 化 された第2次 産品(中 間財 と資本財)を 再 び輸 入せねば な らず,〈 第
1図〉の よ うな中心部 に よる周辺部 への支配 ・搾取 が反復 され るのである。つ
ま り,こ の よ うな支配一従属関係 は,第2次 産業が中心産業 でか っ高度技術 を
所有 してい る中心部 と,第1次 産業 が中心産業 であ り,第2次 産業が 弱いため
そのほ とん どを輸入 に依存 しなければ ならない周辺部 との貿 易構造 の相 異か ら
発生す るものである。 この よ うに考 える とき経済的 「従属」 と経済的 「自立」
を次 の ように定義す るのが 自然 で あろ う。す なわち,「 従属」 とはあ る一 国の
経済 において,第1次 産業が その 中心産業 であ り.第2次 産 品の輸入が第1次
産 品の輸 出 を常 に上 回 る国際貿易構造 を もってい る経済 であ る。 また,「 自立」
とは第2次 産業(特 に重化学工業)の 輸入 代替(特 に中間需 要)が 進行 し,産
業構 造の高度化が定着 されて いる経済構造 であ る。 以下 の分 析 にお いては,こ
とわ りのないか ぎり,こ の定義 を用い ることにす る。
以上 のよ うな背景 を もって生 まれた中心 部 と周辺部 の支配一従属 関係 はさ ら
に周辺部 を周辺部 中心 と周辺 部周辺 に2分 化 し,〈 第1図 〉 のよ うに周辺部 内
部 での支配一 従属関 係 とい う連鎖関係 を形成す る。 このよ うな連鎖 関係 は.第
1V節の 〈第2図 〉 で示 した よ うな,ラ テ ソー.アメ リカの累積債務 の 原 因 と循環
メカニズムに接 続すれば,今 日のラテ ソーアメ リカの経済危機 の構造 は 一層明
らか になるで あろ う。
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IV韓 国 とラテンア メ リカの経済構造
それ では韓 国 とラテ ンーアメ リカの 経済構造は どう異な ってい るだ ろ うか。
本節 では,韓 国 とラテ ソーアメ リカの 経済構造 を 比較 検討 す ることによって.
韓 国経済 が産業構造 の高度化 とともに 自立化 を進 めてい るとい うことを論証 し.
韓 国経済 に従属理論 を適 用す るのは妥 当では ない ことを検 討す る。












商 品輸入 の制限 為替 レー切下
外 貨不 足
所得水準の低下







金融 危機 を出発点 と し,そ の後諸 国に拡散 してい る経済 危機 が累積債務 の重圧
に よることは,周 知 のとお りである。.この ような累 積債 務は フランク,ド ス ・
サ ン トス,ア ミンな どの従属理論 で検討 した とお り,主 に貿易収支の不均衡 に
起 因す る もの である。 その貿易収支 の赤 字は 〈第2図 〉 の ように経常収支 の赤.
字,.外資 不足 を もた ら し,こ れ を賄 うためには対 外債 務 に依存せ ざるを得 ない
仕組 み になってい る。当然 なが らこのよ うな外資 の導入は,後 で具体的 に検討
す るように多額の元本 と利 子支払 いを余儀 な くされ るが,こ の よ うな兀本 と利
子 の返済 のため に,ラ テンーア メ リカ諸国が採用 した主 な経済政策 は輸 入 の 制
限 と為替 レー トの切下 であった。輸入 の制 限は多額の累 積債務 を解決す る最善
の政 策だ と考 え,実 行 した ものの,そ の結果 は悲惨 であ った。す なわ ち.輸 入.
の制 限→ 経済 成長率 の低下→失業率 の増 加→所 得水準の低下→ 国 内貯蓄率 の低
下→ 投資資金の不 足→ 外資 の再導入 とい うプロセス を余儀 な くされた のである。
為替 レー トの切下 も輸 出競争 力を高 めて貿 易収 支の赤字 に歯止 めをか けよ うと
す る意図 で行われ たが,結 果 としてはむ しろ外債 導入 を促進す る形 で終わ った。
す なわ ち,為 替 レー トの切下 げに よる輸 入品の価 格上昇は インフレを引 き起 こ
し,そ れが失業率 を上昇 させる とともに,資 本逃 避(キ ャピタル フライ ト)
を誘 発 した のである。 それ 故に,外 貨不足 が一層深刻 な問題 とな り,輸 入制限
政 策 の結果 と同様 に再 び外債 を導 入 しなければ ならない構造的連鎖関係 が形成
された のである。 この構造的 連鎖 を形成 す るい くつかの項 目につ 〉・て,立 入 っ
て検討す る ことに しよ う。
1.輸出構造
す でに述 べた とお り,従 属 理論 は国際収支の不均衡,す なわ ち輸入が常 に輸
出 を超過す る経済構造 に もとつ く理論で あ り,ラ テ ン アー メ リカ.の場合,論 者
の指摘す る従属 関係 は資本 財,中 間財,消 費財の輸 入が一次産品 を中心 とした





ラ テ ン アー メ リカ主 要5ケ 国 と韓 国 の商 品 輸 出 構 造=1986年(%)
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(出所)世 界銀行 「世 界開発報告1988」1988年,242ページよ り作成。
心産業が第1次 産業 であ り,第2次 産業の輸入代替工業化 が実 現され ていない
ため,第 皿節 で述 べた とお り 「従属」かつ 「非 自立」的 な経済構造 にな ってい
るか らであ る。
ラテ ンーアメ リカ主要5力 国 と韓 国の輸出構造 を示 した も の が く第3図 〉で
あ るが,ラ テ ン アー メ リカ諸国は依然 と して輸出 の 約80%以上 を1次 産品 に依
存 してい る。従 って,1929年の世界恐慌 と同 じく,1980年以降の国際農…産物価
格の ド落 は交 易条件 を悪化 させ,債 務 サ ービス支払い を一層困難 に した。1986
年の ラテンーア メ リカと韓国の輸出構造 を具体的 に比較 して 見 ると,韓 国の場







国連ラテン アーメリカ・カリブ経済委員会編 「ラテン アーメリカ経済の危機」,1986年,85-86ペ
ージ参照。
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の他 の製 品58%)で あ り,1次 産品 の輸 出はわず か9%に 過 ぎないが,ラ テ ソ
ーアメ リカの各国 は2次 産 品の輸出 シェアが 非常 に低 く,輸 出のほ とん どは1
次産 品に大 きく依存 してい るこ とがわか る。特 に,ベ ネズエ ラは全 商品の輸出
に占め る1次 産 品 シェアが91%と一番高 く,2次 産品 の輸 出は9%で あ った。
(これ は韓 国の場合 とち ょうど正反対の現象 であ る)次 に1次 産 品の輸 出 シェ
アが大 きい国はアルゼ ンチ ンの78%の1頂になっている。特 に注 目す べ きことは
5力 国 ともに機械 ・輸送機械 の輸出 シェアが非常 に低 いこ とであ り,こ れ は重
化学工業 がまだ根 をおろ していない ことを裏付け る ものである。 したが って,
中 間財,資 本財,最 終 消費財は輸入 に依存せねば な らず,1次 産 品の輸 出が2
次産 品の輸 入 よ り小 さい とい う従属構造 にな らざ るを得 ない。一方,韓 国は第
2次産業 が中心産業であ り,重 化学工業 の定着 な どに よってユ986年か ら貿易黒
字 国に転 換 した。 韓 国の貿易収支 の黒 字額 を具体的 にみ ると,86年の42憶590
万 ドル,87年 の76億5900万ドル,そ して88年には114億4540万ドル に達 して お
りF).貿易不 均衡 に依拠 してい るフ ラン ク,ア ミンな どの従属 理論 は～・うまで
もな く,韓 国の周辺部 資本主義論者 の従属理論 を韓 国経済 に適 用す るの は妥 当
でない と考 える。
ところで,韓 国の対 日貿易赤字 は86年の54億4360万ドル,87年の52億1980万
ドル,88年の39億2480万ドル と徐 々に減 少 してい る とはい え18),.依然 として多
額の対 日貿易赤字 を抱 えてお り,韓 国経済 の深 刻 な問題点 として指摘 され てい
る。 この よ うな対 日赤字 は韓 国経済 が脆 弱な技 術基盤 の うえに成 り立 ってい る
か らで あ り,日 本か らの技術導入(1962～86年の総導入件数の54.2%が日本 か
らの導入 であ る)は 技術が休化 され てい る資 本財 と中間財 の輸入 を ともな うこ
とになる。 したが って ドス ・サ ン トスが指摘 して いるよ うに,韓 国経済 は 「技
術 ・産業型従属」 であ ると考 えがちであ る。 しか し,今 後 の韓 国経済 の中心課
題が独 自の技術開発 にある とい うことは言 うまで もないが,こ の ような技術 導
17)経 済 企 画 院 「主 要 経:済指 表 」,ソ ウル,1989年,201ペー ジ。
18)経 済 企 画 院,前 掲 書,216-219ペー ジ よ り作 成 。
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入 による対 日貿易赤字は,韓 国が高度経済成長 を性 急に達成 しよ うと した結果
の現れ であ り,ラ テ ン アー メ リカの よ うな 「従属的」経済構造 か ら発 生す るも
のではない。 なぜな ら,(後 で述べ るよ うに)韓 国の中心産 業は第2次 産業で
あ り,な かんず く中間財(特 に重化学工業)の 輸入代替 が進 展 し,産 業構 造の
高度化 および 自立化 が着 々と進 ん でい るか らで ある。
2.累積債務 とD.S.R
〈第4図 〉 と く第5図 〉 は それ ぞれ ラテ ンーアメ リカ主要5力 国の対外 債務
残高 と対外債務残高/商 品 ・サ ー ビス輸出比率(DebtSreviceRatios,略称
D.S.R)を,韓 国 と比較 した もので ある。
〈第4図 〉 で明 らかな ように,韓 国は1985年を ピークに対外債 務残 高減 少 し
てい るが,ラ テ ン アー メ リカ主要5力 国は,累 積債務危機 が 発 生 した1982年以












●一.ベ ネ ズ エ ラ
ひ・一一● チ リ
← 噂 ア ル ゼ ンチ ン
,・.韓 国
===二4一==一 ・‡`・一 ・一'同 旨
__一 一 → 一一
一 噌 ■
_一 一_ひ 一一 一一 一 一
、 鴨、
隔、
__一 一一 一一 一 一 炉 一 一 一 一r一 一 　 ゆ 略 や ←
1982 ,83 78正 ,85 ,86 ,87 ,88
(出所)1)ラ ブ.γ一アメ リカの主要5ケ 国 データ=丸 谷吉雄編 「ラテ ン アー メリカの
経済危機 と外国投資」1989年,32ページよ り作成。
2)韓 国の データ1韓 国貿 易協会 編1一韓 国経 済の主要指標」1989年,204ペー
ジよ り作成。
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〈第5図 〉 ラテ ン アー メ リカ主 要5ケ 国 と韓 国 のD.S.R推 移(%)
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降増加 しつ つあ るとい えよう。債 務の投資への転換計画や債務 の証券化 を実施
しているチ リと産油国であ るベネ ズエ ラの債務残高 は少 ない といえ るものの,
メキシ コとブラジルは1千 億 ドル を越 えてい る。特 に,ラ テ ソーアメ リカ の.経
済 危機 の深 刻 さを示 してい る ものが く第5図 〉 であ る。 これ は輸 出に対 す る対
外債 務残高の比率 であるが,1987年のD.S.Rは,ラ テ ンーアメ リカ諸 国で387
%を 示 してお り,ア ル ゼンチンは700%を越 えてい る。20～30%のD.S.Rが
負担の限界 である卿 といわれ てい ることを考慮 すれば,実 際 にこの よ うな多額
の負担 を負 うことは不可能 であ り,1982年以降債 務の繰 り延べ(リ スケ ジュー
ル)が 行 われ,元 本 の返済 は事 実上 停止にな ったまま 今 日に至 一1Tいる。一方,
韓 国のD,S,Rは1987年の30.8%をピー クに1988年の143%と非常 に低 く,利
子支払 いの面 か らみて もうテ ソーアメ リカ諸国の負担は大 きい。 ラテ ン アー メ リ
カ諸 国は元本 の返済 が停止 になって も利子は支払わ な くてはな らず.そ の利 子
支払額 の輸 出額に 占め る比率が1989年のラテソ アー メ リカ諸 国で30%を 越 えて
.19)小坂允雄 ・紙野昭雄・加賀美充洋訳 「ラテンアメリカ経済の危機」1986年,14ページ。
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お り,そ の なかで もニカラ グアが699%,ア ル ビーンチ ンが56.2%であ る207。こ
れ は うテ ソーアメ リカの経済危機 がいかに も深 刻であ るか を端的 に表す も の と
言 え る。
韓 国は1986年以 降の貿易収支の黒子が大 きなプ ラス要 因 として働 き,国 際収
支 において も1986年の46億1700万ドル,87年の98億5390万ドル,88年 の141億
6070万ドルの黒子 を記 録 してお り21),韓国 の累積債務 の残高 は く第4図 〉 の よ
うに86年の451億ドル,87年 の356億ドル,88年 の312億ドル と徐 々に減 少 して
い る。 したが って,第m節 で取 り上 げた よ うな累 積債務 の増 加=従 属深 化 とい
う主張 を韓 国経済 に無 批判 に適 用す るのは誤解 を招 くうらみがあ る。
3.経 済 成 長 率
対 外 債 務 の デ ィ レ ン マ が 存 在 す る ラ テ ン アー メ リ カ と高 度 成 長 を 続 け て い る
〈第6図 〉 ラ テ ン アー メ リカ主 要5ケ 国 と韓 国のGDP成 長 率 推 移(%)
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(出所)1)ラ テ ンー アメ リカのデータ=丸 谷吉雄 編 「ラテ ン アーメ リカの経済危機 と外
国投 資」1989年,7ペー ジよ り作成。
2)韓 国のデ ータ=「韓 国の経 済指標」1989年,6ペー ジよ り作成。
20)ラテ ンー ア メ リカ諸 国の支払 い利 子/商 品 ・サー ビス輸出比率 につい てば 丸谷吉男,前 掲書,
33ペー ジ。
21)経済 企画院 前 掲書,201ペー ジ。
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韓国 のGDP成 長率 を示 した ものが く第6図 〉 であ るが,韓 国は依然 と して高
い成長率 を維持 して きた ことが明かで ある。韓 国の場 合,1982年か ら87年まで
の平均成長率 は14.7%と高度成長 が続 いたのに対 し,ラ テ ンーアメ リカ諸国 はわ
ず か1.6%と低い成長率 に とどま った。ブラジル はユ984年～86年の3年 間は比較
的 に高い伸 び率 であ ったが,1987年には3.0%の成長率 を記 録 し,1986年と比較
す る と5.2%も低下 した。 アノレゼ ンチ ンも同期 間において6.0%も低 下 し、 メキ
シ コ以外の 国は 同 じ低下傾向 がみ え る。 この よ.うな うテ ンーアメ リカの 経 済不
振 の主 な原 因は,す でに述べ た とお り債務 のデ ィレンマが存在 してい るか らで




経済が次第に自立化 しているとい う分析結果を発表 した22)。このモデルは1973
～83年で起 こった総産出水準 の変化を5つ の要因(国 内最終需要の乖離による
効果,輸 出の乖離による効果,最 終需要輸入代替による効果,中.間需要輸入代
替 による効果,技 術変化による効果)に 分解 し,それぞれの産業部門別産出水
準の変化が5つ の要因にどれだけ直接 ・間接的に貢献 したのかを計測 した もの
である。次の 〈第1表 〉はその計測結果 を示 した ものであるが,こ の表でわか
るように総産出量はもちろん輸出,国 内最終需要,中 間需要輸入代替などいず
れの要因においても金属製晶 ・機械,金 属 工次製品,石 油化学製品の貢献度が
高い。 まず,総 産出量 に関する成長貢献度は金属製品 ・機械が39.8%で最 も高
く,食料 ・飲料品25.4%,金属1次 製品11.5%,石油化学製品10.6%の順 にな:っ
22)こ れ は197383年 の韓 国経 済 の産 業 構 造 変 化 の要 因 を 明 らか に す る た め,チ ニネ リ.一(Hollis
B.Chene【y),シル キ ン(MosheSyrquin)などの 「比 例 成 長 か ら の乖 離(DeviationfTo皿Pro・
portionalGrowth)」モ デ ル を 適 用 して 産 業 連 関 を分 析 した もの で あ る 。 韓 福 相,「 韓 国 の 経 済




〈表1>製 造業 のDPG説 明 要 因 にお け る各 部 門 別成 長 貢 献 度(1978～83年)
(%)
3.食 料 ・、飲 料 品
4.繊 糸佳 ・ 皮 革
5.製 材 ・木 製 品
6・印 刷 ・出 版 ・紙
7.石 油 化 学 製 品
8.非金 属 ・鉱 物 製 品
9.金 属1製 品
10.金属 製 品 ・機.械
11.その 他 製造 業 製 品










































































てい る。次 に,高 度成長 の原動 力にな った輸出 において も金属製品 ・機械 がそ
の貢献度 の約半分(49.3%)を占めてお り,金 属1次 製品.石 油化学製 品の順
番 にな ってい る。 これは この期 間 に重化学工業 の台頭が著 しく,重 化学工 業の
定着 と共 に労働 集約的産業か ら資本集約的産業へ の構造変化 を示 唆す るもので
あ る。 また,重 化学工業の なか で も特 に金属製 品 ・機帆 金属1次 製品,石 油
化学 製品な ど技 術集約的 な産業部門 の貢献 が大 きく,産 業構 造の高度化が窺わ
れ る。
すで に述べた とお り,一 国の経済 が 自立 的であ るか どうかは中間需要の輸入
代替が定着 され ているか どうか にかかわる問題 であ る。韓 国の場 合,中 間需要
輸入代替 による効果 にお いて も金属1次 製 品54,0%,石油化学 学23.7%金 属
製品 ・機械21.3%と上位の ほ とん どを重化学工業 が占めてい る。 なかんず く,
金属1次 製 品は54.0%と圧倒的 に高 い貢 献度 を示 してお り,こ れは製鉄製鋼 な
どの中 間財 の国産化 が進行 してい ることを意味す る。特 に,注 目すべ き ところ
は中間財輸 入代替要 因の計測 結果 で明 らかの よ うに輸 入代替 の主 な努 力は戦 略
韓国の経済構造と従属理論(323)59
的 な産業部門 に集 中 してい ることであ る。す なわ ち,第2次 産業 のなか で も製
鉄 ・鉄鋼,石 油化学,輸 送機械,電 気機 械 な ご戦略産業部 門の輸入 代替 工業 化










外債務のディレンマ現象が現れ,今 日のような ラテン アーメリカの経済危機は
発生 したといえる。
このようなラテソ アーメリカの従属的経済構造は産業構造が高度化で きず,
経済構造が自立化 していないか らである。一方,韓 国経済 においては産業構造
の高度化 とともに経済構造が次第に自立化 しているという検討結果 を示 した。
韓国の産業構造の高度化,自 立化の特徴は,1962年以来実行されてきた輸出主
導型成長政策 を堅持しなが ら同時的に戦略産業部門の輸入代替工業化政策を積
極的に推進してきたことである。したが って,韓 国経済に 「日本型跳躍」を適
用す るのは無理があるとしても,従属理論に起因している 「中南米型挫折」 を
適用するのは適切でないと考える。 しか し,韓国の技術水準は先進国と比べる
とかなり低い水準であ り,技術開発こそ今後韓国経済の行方を決めるひとつの
23)分析 方法 は異な るが,韓 国の産業構造が高度化 し,自 立 しっっ あるとい う分析 を行 った瀬地 山
教 授の論文 が ある。
瀬地 山敏,「産業構造か ら見る技術移転の評価一韓国 の場合 を中心 に一」,rアジア経 済』第30
巻第10・11号,1989年10・11月.35ページ。
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鍵 で あ る と い え る 。
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(付記)本 稿の作成に当り有益なご教示を頂いた瀬地山敏教授(京 都大学)に 感謝の
意を表 したい。なお残存するであろう誤 りはひとえに筆者の責によるも.のであ
ることはいうまでもない。.
